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９　周産期医療１　の取組

○　周産期母子医療センター 2　の機能強化やＮＩＣＵ 3　の整備、リスクのある妊娠・出
産に対応可能な二次医療機関の確保を図ります。

○　緊急に母体救命処置が必要な妊婦等の搬送に対応するための東京都母体救命搬送シス
テムや、搬送先の見つからない妊婦等及び新生児を速やかに搬送する体制の充実を図り
ます。

○　安全な周産期医療を提供するため、都内８つの周産期医療ネットワークグループにお
いて、正常分娩

べん

からハイリスク分娩
べん

を担う医療機関の機能別役割分担と連携を進めます。
○　周産期母子医療センターと地域の関係機関等との連携によるＮＩＣＵ等入院児の円滑
な在宅療養等への移行と、児と家族の安心・安全な療養生活を推進します。

周産期医療を取り巻く現状 
１　周産期医療に対するニーズの増大
○ 低出生体重児４　の増加、ハイリスク妊娠
の増加等により、周産期医療に対するニー
ズが増加していますが、一方で、周産期
医療を担う小児科・産科の病院数や分娩

べん

取扱機関数は減少しています。小児科・
産科の医師数についても、平成２２年は
平成２０年と比較して増加しているもの
の、未だ十分とはいえない状況です。

２　都外からの患者流入
○　都内の出生数が約１０万６千人前後で
推移している一方、都内の周産期母子医
療センター（以下「周産期センター」と
いう。）では、他県からの患者を多数受け
入れている現状があります。平成２３年
度の実績をみると、都内周産期センター
の母体搬送受入件数のうち、約１１％が
他県からの搬送となっています。

東京都の産科・産婦人科及び小児科標榜医師数の推移

東京都の産科・産婦人科及び小児科標榜医療機関数の推移

１ 周産期医療：周産期（妊娠満２２週から生後７日未満まで）を含めた前後の期間における医療
２ 周産期母子医療センター：周産期に産科・小児科双方から一貫した総合的かつ高度な医療を提供できる施設
３ ＮＩＣＵ：新生児集中治療管理室（Neonatal Intensive Care Unit）。新生児の治療に必要な保育器、人工呼吸器
等を備え、２４時間体制で集中治療が必要な新生児のための集中治療室

４ 低出生体重児：出生体重２，５００ｇ未満の新生児
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周産期医療のこれまでの取組 
１　周産期母子医療センター等の整備促進
○　都では、平成２２年１０月に策定した「東京都周産期医療体制整備計画」に基づき、東京
都全体を一つの圏域としてＮＩＣＵ３２０床を目標に整備を進めています。平成２４年１０
月１日現在、周産期センター２４施設、周産期連携病院５　１１施設が整備されており、これ
らの施設に合計して２９１床のＮＩＣＵが確保されています。

○　周産期医療に従事する意思を有する医学生に奨学金を貸与し、医師の確保に取り組んでい
ます。奨学金を借りた人が医師免許取得後、地域で中核的な役割を担う医療機関に一定期間
勤務することで、安定した周産期医療体制の確保を図っています。

２　周産期搬送体制の構築
○　都では、緊急に母体救命処置が必要な妊婦等について、救急医療と周産期医療が連携して
迅速に受入先を確保する仕組みを「東京都母体救命搬送システム」として定め、平成２１年
３月に運用を開始しています。

○　母体救命搬送以外の通常の母体搬送及び新生児搬送については、都内を８つのブロックに
分け、各ブロックにおいて総合周産期センターが搬送受入れ及び担当ブロック内の搬送調整
役を担っています。この体制に加え、平成２１年８月から周産期搬送コーディネーターを東
京消防庁総合指令室内に配置し、２４時間体制でブロックを越えて全都域を対象に搬送調整
を行う仕組みを構築しています。

○　また、都では全ての周産期センター、周産期連携病院及び東京消防庁総合指令室内に周産
期医療情報システムの専用端末を設置し、産科・新生児科の空床情報など搬送受入可否を示
す診療能力情報を共有することにより、搬送調整に活用しています。

５ 周産期連携病院：周産期母子医療センターとの連携のもと、産科の２４時間体制に加え、産科医師、小児科医師、麻
酔科医師の当直（オンコール）体制等を確保し、ミドルリスクの妊産婦に対応する病院
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東京都母体救命搬送システムの概要

東京都母体救命搬送システム

脳卒中や出血性ショックなど重症な疾患により緊急に母体救命処置を必要とする妊婦等が、
近くの救急医療機関等で受入れが決まらない場合に、都内４か所の「スーパー総合周産期セ
ンター」が必ず受け入れることで、受入先の選定にかかる時間をできるだけ短縮し、迅速に
診療を受けられるようにするシステム。

・昭和大学病院（品川区） ・日本赤十字社医療センター（渋谷区）
・日本大学医学部附属板橋病院（板橋区） ・都立多摩・小児総合医療センター（府中市）

スーパー総合周産期センター

転院搬送

産科施設

各消防本部指令室

スーパー総合周産期センター

一般通報

傷病者

直近の救急医療機関

周産期
部門

救急
部門

救急隊

スーパー総合周産期センター

直近の救急医療機関

周産期
部門

救急
部門

直近の救急医療機関

周産期
部門

救急
部門

直近の救急医療機関が受入不能で、遠方のスーパー総合周産期セン
ターに搬送する場合等には、併行して付近や搬送途上の医療機関に連
絡し、受入可能であれば、そちらに搬送することもある。

各消防本部指令室

３　周産期医療ネットワークグループの構築
○　都では、平成２０年から、８つの各ブロックにおいて、総合周産期センターを中心に、
診療所・助産所等からなる周産期医療ネットワークグループの構築を進めています。各ネッ
トワークグループにおいては、地域連携会議の開催とともに、「連携ガイドライン」や「共
通診療ノート」等の連携ツールの作成・活用を通じて、医療機関等の機能に応じた役割分
担を進めています。

４　ＮＩＣＵ等入院児の在宅療養等への移行支援
○　ＮＩＣＵ等入院児の在宅療養等への円滑な移行を推進するためのモデル事業を平成２２年
度から２年間実施しました。モデル事業の成果を踏まえ、周産期センターへのＮＩＣＵ入院
児支援コーディネーターの配置に対する支援を行う等、周産期センター等における在宅移行
支援の取組を支援しています。
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周産期医療における課題  
１　周産期医療体制の強化
○　低出生体重児の増加、ハイリスク妊娠の増加等による周産期医療ニーズに対応するため、
周産期センター及び周産期連携病院の整備並びに機能強化を図る必要があります。

○　周産期医療を担う病院では、医師確保が困難な状況が続いています。引き続き、周産期医
療に従事する医師の確保に取り組むことが必要です。

　

２　周産期搬送体制の整備
○　母体・胎児・新生児のリスクに応じた搬送体制について、更なる充実が求められています。
また、近隣各県内の周産期搬送は、各県が定めたルールに基づいて既に行われていますが、
県域を越えた搬送については、平成２４年１月から神奈川県と患者の搬送調整の仕組みを試
行中です。今後は、本格実施と他県への拡大について検討する必要があります。

３　周産期医療施設の役割分担と施設間連携
○　地域ごとの医療資源や患者の状況に対応するため、各ネットワークグループにおいて、医
療機関等の機能に応じた役割分担を一層推進する必要があります。

４　ＮＩＣＵ等入院児の在宅療養等への移行支援
○　周産期センターにおけるＮＩＣＵ等入院児の在宅移行支援の充実とともに、在宅移行後の
支援の充実（レスパイト６ 、急性増悪時の受入等）や在宅生活を支える地域資源の充実を図る
ことにより、在宅療養への円滑な移行を推進する必要があります。

　

施策目標と主な具体的取組  
（目標１）周産期母子医療センター等周産期医療施設の機能を強化する
《具体的な取組》
○　ＮＩＣＵの運営や整備への支援を行い、出生 1万人に対して３０床を目標に整備します。
併せて、搬送調整機能や母体救命対応機能、麻酔科医師、臨床心理技術者、入院児支援コーディ
ネーターの配置促進等、周産期センターの機能を強化することで、妊婦・新生児の搬送受入
体制を強化します。

○　引き続き医療機関の機能分化を進め、ミドルリスクの妊婦に対応する周産期連携病院の整
備を促進することにより、医療資源の効率的な活用を図ります。

○　奨学金制度を利用した医師が、地域の周産期医療に携わり定着していくよう、支援を行っ
ていきます。

６ レスパイト：医療ケアの必要な乳幼児や障害児の介護を行っている家族が、介護による心身の疲れを癒すために、一
時的な休息、休養をとること。
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（目標２）周産期搬送体制の整備を進める
《具体的な取組》
○　東京都母体救命搬送システム及び周産期搬送コーディネーター制度の検証を通じて、周産
期搬送体制の強化を図ります。

○　近隣３県（埼玉・神奈川・千葉）との間で、周産期搬送体制について情報を共有するとともに、
県域を越えた周産期搬送のルール作りについて検討し、必要な連携体制を構築します。

○　周産期医療情報システムの活用等により、周産期センター及び周産期連携病院の診療能力
情報の共有化を行うとともに、搬送先選定の効率化を図ります。

（目標３）周産期医療施設間の連携を推進する
《具体的な取組》
○　地域の周産期医療機関等の従事者で構成する地域連携会議の開催等を通じて、各周産期医
療ネットワークグループにおいて搬送の基準やルールの共有化を図ることにより、医療機関
等の機能に応じた役割分担と連携の充実・強化を図ります。

（目標４）ＮＩＣＵ等入院児の在宅療養等への移行支援を進める
《具体的な取組》
○　周産期センターにおけるＮＩＣＵ入院児支援コーディネーターの配置促進、在宅移行支援
病床７　の設置促進、在宅療育相談事業（東京都重症心身障害児在宅療育支援事業）の活用等
による、在宅移行支援を強化します。また、短期入院（レスパイト）による家族の一時支援、
急性増悪時の児の受入れ等、在宅移行後の支援の充実を図ります。

○　地域において、保健・医療・福祉の各分野と連携を深めながら、在宅生活を支える療育環
境の整備を進めます。

７ 在宅移行支援病床：在宅移行訓練や在宅移行後の急性増悪時における緊急入院受入の病床として利用する、ＮＩＣＵ
等と在宅療養との間に設置する中間的病床
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東京都周産期母子医療センターを中心とした退院支援の流れのイメージ

8

【評価指標】

区　　分 現　状 目　標

ＮＩＣＵの整備 2９１床 ３２０床
（平成２６年度末）

周産期センターにおける搬送受入件数に対する搬
送要請件数

産　科　：2.01
ＮＩＣＵ：1.18 下げる

ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーター配置病院数 １５病院 増やす

短期入院（レスパイト）実施病院数 ７病院 増やす

　

８ GCU：回復期治療室（Growing Care Unit）。ＮＩＣＵの後方病床。ＮＩＣＵにおける治療により急性期を脱した児、
又は入院時より中等症であってＮＩＣＵによる集中治療までは必要ないものの、これに準じた医療的管理を要する児
を収容する。
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東京都周産期母子医療センター等の現況


